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第１章 序 論 
１－１ 研究の背景 
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図－１ 対象地域と道路網 （2004 年 2 月現在）













対象地域 今立郡 162.7 2.2 20.9 72.7
鯖江市 756.8 8.1 2.5 46.8近隣地域
武生市 398.2 4.4 5.0 45.4
 17
平成 12 年の国勢調査による総人口は 17,666 人であり、表－2 に示すように、人口密度も同県
内の都市部と比べ低く、また道路密度も低いことから、生活道路が同時に主要幹線道路でもある




























･調査時期   2004 年 2 月中旬 
･対象地域   福井県今立郡 
･調査対象   対象地域を活動拠点とする 15 歳以上の方
･調査方法   留置調査法 
･配布数    210 票 
（母集団:17,666、精度:0.07、信頼度:0.95、標本数:194）
･抽出率    1.1％ 
･回収数     160 票(回収率:76.2％) 
･有効サンプル数 127 票(有効回収率 60.5％) 










(実際構成)  普段 積雪
主に
郡内

































































































































































η＝Ｂη＋Гξ＋ζ       (1) 
χ＝Κη＋Αξ＋ℯ           (2) 
 20
－地方部の地域実態を考慮した道路交通環境の評価と整備方向に関する研究－ 
ただし、  η    ：  内生潜在変数ベクトル 
ξ    ：  外生潜在変数ベクトル 
χ    ：  観測変数ベクトル 
ζ､ℯ   ：  誤差項ベクトル 



































きれいな除雪などデコボコ路面への対応 0.83 0.14 -0.02 0.16 0.16 0.17
幹線道路以外の道路（町道）の除雪対応 0.83 0.14 0.05 0.23 0.08 0.05
通行の支障がないような除雪時間帯への対応 0.77 -0.02 0.20 -0.03 0.07 0.13
除雪で残った雪への対応 0.72 0.22 -0.03 0.07 0.11 0.13
歩道除雪への対応 0.70 0.21 0.00 0.06 0.13 0.33
幹線道路（国道・県道）の除雪対応 0.67 0.02 0.24 0.19 0.03 0.18
0.18雪の山でスペースがなく、車道を歩くこと 0.77 0.09 -0.04 0.30 0.08
0.17除雪されていない歩道を歩くこと 0.67 0.08 0.07 0.27 0.08
0.06消融雪装置の散水が歩行の妨げになること 0.67 0.15 0.12 0.00 0.09
0.20歩道に歩く邪魔になる駐車があること 0.50 -0.05 0.24 0.47 0.19
0.09 0.04食料品などの買い物をあきらめること 0.89 0.03 0.08 0.02
-0.01 0.32外出や娯楽をあきらめること 0.79 0.02 0.16 0.01
0.17 0.04軽い症状ならば、病院へ行かないこと 0.75 0.05 0.05 0.13
0.23 0.12 0.14交通マナーの悪い車をみかけること 0.72 0.13 0.08
0.18 -0.06 -0.07通行の邪魔になる路上駐車をみかけること 0.63 0.23 0.32
0.20 0.01 -0.13交通渋滞に巻き込まれること 0.61 0.34 0.14
-0.15 0.28 0.13TV などで道路の情報を収集すること 0.48 0.20 -0.11
0.25 0.44 0.12悪い運転マナーの車を見かけること 0.47 -0.14 0.13
-0.02 0.12 0.12 0.13 寒さで凍結した道路を通ること 0.65 -0.04
0.24 0.12 0.10 0.24 雪でデコボコになった道路を通ること 0.60 0.21
0.25 0.34 0.22 0.23 除雪されていない道路を通ること 0.52 0.22
0.40 0.34 0.06 0.17 除雪された雪で非常に狭くなった道を通ること 0.51 0.13
0.18 0.14 0.11 0.10 -0.06 交通混乱を起こさないための情報提供の対応 0.69
0.20 0.01 0.05 0.06 0.10 0.74規制強化や誘導による交通マナーのための対応
0.18 0.16 0.02 0.12 0.21 通行の邪魔になる路上駐車への対応 0.55
第 6 因子の固有値 4.16 2.58 2.27 2.12 2.12 1.88
第 6 因子の寄与率（％） 16.66 10.32 9.06 8.49 8.47 7.51














果を図－3 に示す。モデルの適合度注 8)はGFI=0.741、CFI=0.878、RMSEA=0.075 であり、GFI








































































































































理し図－4 に示す。また、この「自動車移動の安全性」と強い相関関係を持つ 2 つの潜在変数と、





























































































































































































ル数は、地域全体の意見であるとは考え難い程度の約 3％（5/160 票）に過ぎなかった。 
5）既存関連研究などを参考に、福井県在住の冬期道路管理に専門知識を持つ有職者 9 名（うち学職経
験者 1 名、県道路管理運用担当者 5 名、今立郡道路管理担当 2 名、その他民間事業所技術者 1 名）
による福井県の「雪に強い道づくりのためのビジョンの策定」7)の基礎資料作成を目的とした議論か
ら、積雪時の道路状況と考えられる地域実態を絞り込んで抽出した。 
6）各質問項目の問 2 から問 4 については、｢非常に多い｣｢やや多い｣｢やや少ない｣｢非常に少ない｣｢一











8）適合度指標には、一般的に GFI、CFI、RMSEA があり、モデルの適合度はこの 4 つをおさえてお
けば受容して良いと判断する。GFI と CFI ともに 0.000～1.000 であり、その値が 1.000 に近いほ





































































































図－１ 対象地域と道路網 （2004 年 2 月現在）
また、表－1 および表－2 に示すように、高齢化率が隣接地域に比べ約 2 倍として高齢化が著し














地域 人口 (人) 高齢者率 人口増加率 人口密度
対象地域 池田町 3,405 39.2% -38.4% 17.5 
福井市 253,642 21.1% 17.9% 502.0 
隣接地域
旧武生市 74,575 21.9% 1.1% 380.2 
※2005 年国勢調査より（合併前のデータ） 
※人口増加率は、池田町が過疎地域に指定された 1970 年基準 
 
表－２ 対象地域の施設数変化 
施設数 住宅系 商業系 工業系 医療・福祉系
1972 年 1317 90 32 11
2005 年 1060 56 19 13
増減率 (%) -19.5 -37.8 -40.6 18.2






















･調査時期   2006 年 12 月中旬 
･対象地域   福井県池田町 
･調査対象   対象地域を活動拠点とする 15 歳以上の方 
･配布数    1000 票（世帯数:1060） 
･調査方法   全世帯に直接配布し、郵送で回収 

















表－４ 回答者の個人属性       n=382
項目 ％(*) 項目 ％(*) 
15～30 才 2 (11) 
男性 54 (48)
31～50 才 21 (8) 




65 才以上 45 (41)
0～9 4 自動車・バイク 85 
10～29 16 公共交通 2 
30～49 27 自転車・歩道 10 
居住
年歴




























表－５ 生活環境に対する評価       n=382
















































































とても重要 やや重要 普通 あまり重要ではない 全く重要ではない
※0：定住意向 
※1～７：重要度項目 
1. 福祉･医療施設のサービスの充実 2. 公共交通の利便性 
3. 子どもを育てやすい環境づくり   4. 自然環境との共生 
5. 商業施設利用のしやすさ       6. 近所との交流 






































η＝Ｂη＋Гξ＋ζ         (1) 
χ＝Κη＋Αξ＋ℯ          (2) 
(1)は潜在変数間の因果構造を表す構造方程式であり、(2)は観測変数との因果構造を表す観測方
程式である。ただし、      
η ：  内生潜在変数ベクトル 
ξ ：  外生潜在変数ベクトル 
χ ：  観測変数ベクトル 
ζ、ℯ ：  誤差項ベクトル 










詳細項目 因子1 因子2 因子3 因子4 因子5
福祉施設までの移動手段 0.77 0.37 -0.02 -0.07 0.17
福祉施設までの距離 0.74 0.29 -0.07 0.01 0.28
福祉サービス 0.61 0.12 -0.14 0.19 0.15
福祉バス利用 0.57 0.16 -0.13 0.30 0.12
医療施設の数 0.19 0.65 -0.08 0.26 0.14
医療の治療範囲 0.16 0.64 -0.08 0.41 0.11
町外医療施設の利用 0.18 0.64 0.04 0.12 0.14
医療施設までの移動手段 0.35 0.63 0.01 0.03 0.07
近所との交流 -0.06 0.02 0.78 -0.06 -0.02
環境向上運動が楽しい 0.02 -0.03 0.71 -0.09 -0.05
身近な自然環境 -0.13 -0.09 0.52 0.04 0.05
商業施設のサービス 0.13 0.13 -0.07 0.73 0.06
商業施設の数 0.06 0.29 -0.05 0.68 0.15
学校までの距離 0.28 0.21 0.04 0.06 0.66
子供のための施設数 0.31 0.17 -0.07 0.28 0.60

























用いて直交回転を行った。その結果、固有値が 1.0 以上、累積寄与率 55％までの 5 つの因子が構
成概念として得られた。これらの因子に対する各変数および簡潔化した質問内容を因子負荷量順
に並び替え表－6 に示す。 
＜ 生 活 環 境 の 評 価 ＞
近 所 ・自 然 環 境
生 活 環 境 に対 す る満 足 度
教 育 環 境
福 祉 環 境医 療 環 境
買 い 物 環境
生 活 環 境 に お け る重 要 度定 住 意 向












ラメータの推定結果を図－4 に示す。モデルの適合度はGfi、Agfi、Cfiとも 1.0 に近くRmseaが
0.10 以下として比較的に良い結果であったため以下に考察を行う。ただし、『個人属性』と各『生
活環境』の間ではすべてのパスが有意ではない結果となっているが、これは調査対象者の約 5 割




















































































































































































































内 45 箇所にバス停を配置し無料運行している。 
5）池田町では、2000 年に第 4 次総合振興計画策定（H12-22）のために、町のイメージ、まちづくり、
町の変化、生活環境の満足度、将来像、定住意向について住民意識調査を実施した（配布数 1、000
票、回収数 658 票）。 
6）適合度指標には、一般的にモデルの適合度は次の 4 つをおさえておけば受容して良いと判断できる。





















































































再編の動き」を聞いているが、調査時点で「既に再編した」と回答した市町村は 131 市町村中 12
市町村と約一割であり、今後の早急な計画の制定が待たれる。 
表－１ 調査の概要 
 第一次調査 第二次調査 
調査年月 平成 17 年 11 月 平成 18 年 11 月 
調査方法 郵送調査法 
調査対象 274 市町村 114 市町村 






































































































































  Ai = (Ii×Zi) ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐式（３）
本研究では、地震(e)と降雨(f)を対象とするので、 
Ie：通行止め規制件数×活断層の有無  If：通行止規制件数×規制時 48 時間雨量 









































































































より、mm) ⑦ ⑧ 
脆弱性※
要 済 




157 9 68.8 2,547 28 8 3.3 62 3 4,160 
158 9 62.2 3,761 35 8 3.1 62 4 3,687 




道 476 1 2.4 438 3 4 3.0 1 - 3,249 
17 2 8.0 80 - 1 3.0 4 - 5,858 
26 3 19.6 120 - - 3.0 7 - 2,666 
31 2 7.9 80 - 1 4.0 - - 3,266 
地 
方 
道 34 1 14.4 562 5 2 2.0 2 - 1,293 
112 1 12.4 109 1 - 3.0 - 1 620 
127 2 12.9 2,201 15 5 1.0 1 5 228 
131 1 2.3 40 - - 4.0 - - 4,052 
132 1 1.9 40 - - 3.0 - - 1,313 
135 1 7.5 296 3 2 3.0 11 - 1,907 
168 1 12.9 365 4 2 3.0 3 1 2,786 
169 1 3.2 40 - - 3.0 1 - 450 
170 1 9.8 63 1 - 3.0 - - 1,097 
171 1 12.2 40 - 2 3.0 - 1 507 
173 1 20.8 1,247 11 6 2.0 18 1 668 
174 1 7.6 321 1 - 1.0 3 3 303 
221 1 9.5 118 1 1 3.0 1 - 155 
230 1 39.0 1,750 15 5 2.0 - - 107 
239 1 8.5 40 - - 3.0 1 - 257 








260 1 1.2 40 - - 5.0 - - 2,139 
※図－2 に示した回帰直線を基準として、直線の上ほど強、下ほど弱とみなし、弱 1 から強 5 までの 5 段階に表す。
例（一般国道 157 号のケース）を表－4 に示す。 
・奥越地域：全体的にみると、大野市と岐阜県をつないでいる国道 158 号および 157 号と、県
境の谷北六呂師線(一般 46044)、上小池勝原線(一般 66059)のリスクがランクⅣと高い結果とな
っている。なかでも、勝山市内の勝山丸岡線(主 4037)、藤巻下荒井線(一般 66053)、勝山停車
場線(一般 6033)と、大野市内の、松ヶ谷宝慶寺線(主 4082)、本郷大野線(一般 56018)のリスク
がランクⅢとやや高い結果となっている。 








表－４ 道路の安全性評価（一般国道 157 号の例） 
データ P A R 
I Z ※１ 
































































31034 1 0.2 0.11 3.8 0.02 3 2 54.0 572.4 11.3 10.8 1.3 1,080 1,081.3 3.0 Ⅲ
1034 1 0.2 0.57 19.0 0.10 3 1 1.0 2.1 57.1 0.2 32.7 20 52.7 1.7 Ⅰ















中でも、全路線の 167 区間に対して 20 区間（約 20％）のリスクがⅣ以上と非常に高いものの、
これらの殆どの区間は、交通量が 5,000 台以下とそれ程多くない。具体的には、一般国道 157 号
1036 1 0.2 0.23 7.7 0.04 3 1 1.0 5.2 23.1 0.2 5.3 20 25.3 1.4 Ⅰ
県 
1037 2 0.2 0.69 58.1 0.06 4 1 1.0 3.2 232.5 0.2 159.8 20 179.8 2.3 Ⅱ
内 1 
同 5 
1038 2 0.2 0.54 54.6 0.05 4 1 1.0 4.1 218.5 0.2 117.3 20 137.3 2.1 Ⅱ
一 7 
1039 5 1.2 1.00 325.8 0.19 3 2 16.0 99.2 977.4 19.2 977.4 1,920 2,897.4 3.5 Ⅲ
1.0 
1040 1 2.2 0.24 3.0 0.16 3 2 172.0 2,322.0 8.9 378.4 2.1 37,840 37,842.1 4.6 Ⅳ
51040 23 5.2 1.00 1,959.5 2.55 4 2 12.0 244.8 7,838 624.0 7,838.0 62,400 70,238.0 4.8 Ⅳ
※1．通行止め規制件数のない区間に対して、12年間の発生確率 0.1を基準とした 1.2を、fN と eNに分けて適用する。 



































・奥越地域：国道 157 号、158 号の一部区間がリスクⅣ（交通量 3,000 台以下）であり、一般
県道の中では、上小池勝原線の一部区間がリスクⅣ（交通量 1,000 台以下）、谷北六呂師線の一
部区間がリスクⅣ（交通量 2,000 台以下）である。 
・越前海岸地域：国道 305 号の一部区間がリスクⅣ（交通量 4,000 台以下）であり、一区間で
はリスクⅤ（交通量 2,000 台以下）と非常に高くなっている。主要地方道の中の福井四ケ浦線
の一部区間はリスクⅣ（交通量 3,000 台以下）である。 























確率]の総和を指す 5) 。 
3）道路交通または海上交通による外部からのアクセスが自然災害による要因等で困難となり、住民生
活が困難もしくは不可能となる状態。福井県内には 1,070 の集落があり、その内孤立する可能性の





2) 嶋田喜昭、加藤哲男、本多義明、自然災害を考慮した道路網評価に関する基礎的考察、第 30 回都
市計画学会学術研究論文集、pp.97-102、1995. 
3) 小塚みすず・東隆司・本多義明、地方部における自然災害に対する道路の役割に関する基礎的研究、
第 34 回土木計画学研究・講演集 CD-ROM、2006. 
4) 宇佐美誠史、寺内義典、川上洋司、本多義明、災害時の道路網評価における道路の強靭性に関する
研究、土木計画学研究・論文集、Vol.15、pp.713-719、1998. 
















































































再編の動き」を聞いているが、調査時点で「既に再編した」と回答した市町村は 131 市町村中 12
市町村と約一割であり、今後の早急な計画の制定が待たれる。 
表－１ 調査の概要 
 第一次調査 第二次調査 
調査年月 平成 17 年 11 月 平成 18 年 11 月 
調査方法 郵送調査法 
調査対象 274 市町村 114 市町村 






































































































































  Ai = (Ii×Zi) ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐式（３）
本研究では、地震(e)と降雨(f)を対象とするので、 
Ie：通行止め規制件数×活断層の有無  If：通行止規制件数×規制時 48 時間雨量 









































































































より、mm) ⑦ ⑧ 
脆弱性※
要 済 




157 9 68.8 2,547 28 8 3.3 62 3 4,160 
158 9 62.2 3,761 35 8 3.1 62 4 3,687 




道 476 1 2.4 438 3 4 3.0 1 - 3,249 
17 2 8.0 80 - 1 3.0 4 - 5,858 
26 3 19.6 120 - - 3.0 7 - 2,666 
31 2 7.9 80 - 1 4.0 - - 3,266 
地 
方 
道 34 1 14.4 562 5 2 2.0 2 - 1,293 
112 1 12.4 109 1 - 3.0 - 1 620 
127 2 12.9 2,201 15 5 1.0 1 5 228 
131 1 2.3 40 - - 4.0 - - 4,052 
132 1 1.9 40 - - 3.0 - - 1,313 
135 1 7.5 296 3 2 3.0 11 - 1,907 
168 1 12.9 365 4 2 3.0 3 1 2,786 
169 1 3.2 40 - - 3.0 1 - 450 
170 1 9.8 63 1 - 3.0 - - 1,097 
171 1 12.2 40 - 2 3.0 - 1 507 
173 1 20.8 1,247 11 6 2.0 18 1 668 
174 1 7.6 321 1 - 1.0 3 3 303 
221 1 9.5 118 1 1 3.0 1 - 155 
230 1 39.0 1,750 15 5 2.0 - - 107 
239 1 8.5 40 - - 3.0 1 - 257 








260 1 1.2 40 - - 5.0 - - 2,139 
※図－2 に示した回帰直線を基準として、直線の上ほど強、下ほど弱とみなし、弱 1 から強 5 までの 5 段階に表す。
例（一般国道 157 号のケース）を表－4 に示す。 
・奥越地域：全体的にみると、大野市と岐阜県をつないでいる国道 158 号および 157 号と、県
境の谷北六呂師線(一般 46044)、上小池勝原線(一般 66059)のリスクがランクⅣと高い結果とな
っている。なかでも、勝山市内の勝山丸岡線(主 4037)、藤巻下荒井線(一般 66053)、勝山停車
場線(一般 6033)と、大野市内の、松ヶ谷宝慶寺線(主 4082)、本郷大野線(一般 56018)のリスク
がランクⅢとやや高い結果となっている。 








表－４ 道路の安全性評価（一般国道 157 号の例） 
データ P A R 
I Z ※１ 
































































31034 1 0.2 0.11 3.8 0.02 3 2 54.0 572.4 11.3 10.8 1.3 1,080 1,081.3 3.0 Ⅲ
1034 1 0.2 0.57 19.0 0.10 3 1 1.0 2.1 57.1 0.2 32.7 20 52.7 1.7 Ⅰ















中でも、全路線の 167 区間に対して 20 区間（約 20％）のリスクがⅣ以上と非常に高いものの、
これらの殆どの区間は、交通量が 5,000 台以下とそれ程多くない。具体的には、一般国道 157 号
1036 1 0.2 0.23 7.7 0.04 3 1 1.0 5.2 23.1 0.2 5.3 20 25.3 1.4 Ⅰ
県 
1037 2 0.2 0.69 58.1 0.06 4 1 1.0 3.2 232.5 0.2 159.8 20 179.8 2.3 Ⅱ
内 1 
同 5 
1038 2 0.2 0.54 54.6 0.05 4 1 1.0 4.1 218.5 0.2 117.3 20 137.3 2.1 Ⅱ
一 7 
1039 5 1.2 1.00 325.8 0.19 3 2 16.0 99.2 977.4 19.2 977.4 1,920 2,897.4 3.5 Ⅲ
1.0 
1040 1 2.2 0.24 3.0 0.16 3 2 172.0 2,322.0 8.9 378.4 2.1 37,840 37,842.1 4.6 Ⅳ
51040 23 5.2 1.00 1,959.5 2.55 4 2 12.0 244.8 7,838 624.0 7,838.0 62,400 70,238.0 4.8 Ⅳ
※1．通行止め規制件数のない区間に対して、12年間の発生確率 0.1を基準とした 1.2を、fN と eNに分けて適用する。 



































・奥越地域：国道 157 号、158 号の一部区間がリスクⅣ（交通量 3,000 台以下）であり、一般
県道の中では、上小池勝原線の一部区間がリスクⅣ（交通量 1,000 台以下）、谷北六呂師線の一
部区間がリスクⅣ（交通量 2,000 台以下）である。 
・越前海岸地域：国道 305 号の一部区間がリスクⅣ（交通量 4,000 台以下）であり、一区間で
はリスクⅤ（交通量 2,000 台以下）と非常に高くなっている。主要地方道の中の福井四ケ浦線
の一部区間はリスクⅣ（交通量 3,000 台以下）である。 























確率]の総和を指す 5) 。 
3）道路交通または海上交通による外部からのアクセスが自然災害による要因等で困難となり、住民生
活が困難もしくは不可能となる状態。福井県内には 1,070 の集落があり、その内孤立する可能性の





2) 嶋田喜昭、加藤哲男、本多義明、自然災害を考慮した道路網評価に関する基礎的考察、第 30 回都
市計画学会学術研究論文集、pp.97-102、1995. 
3) 小塚みすず・東隆司・本多義明、地方部における自然災害に対する道路の役割に関する基礎的研究、
第 34 回土木計画学研究・講演集 CD-ROM、2006. 
4) 宇佐美誠史、寺内義典、川上洋司、本多義明、災害時の道路網評価における道路の強靭性に関する
研究、土木計画学研究・論文集、Vol.15、pp.713-719、1998. 
































































実績の少なさ 年代 開発事業 
セマウル運動 ・まちの経済・社会・文化的基礎生活環境の改善に重点 1970 




路線の整備 年代 道路事業 
農漁村道路 1990 ・1990 年の農漁村道路整備法の制定によって農村地域の道路を面・里・農道




装状態の道路を集中的に整備 年代 拡張・舗装事業 
ら累積されてきた国土の不均衡や環境破壊などの問題点を解消するため、国土の利用・保全に関
する長期的・総合的な政策方向を示す第 4 次国土総合計画 が策定された。 注 2)
表－２ 韓国における道路整備率の推移     (%)
年 国道 地方道 高速道路 特別・広域市道 市郡道
1951 - - 6( 0) 0.4( 0) 3( 0)
1961 - - 13( 8) 0.5( 4) 3( 9)
1971 100( 0) 34( 0) 28(30) 2( 2) 4(29)
1981 100(47) 62(40) 55(33) 11( 7) 13(12)
1991 100(22) 84(26) 92(-1) 73( 6) 62(17)
2001 100(39) 94(29) 97(15) 78(32) 60(49)
※ 韓国建設交通部統計便覧、2004 年 12 月 
※ 道路整備率は、総延長のうち舗装済み延長の割合を示す。 
※ 農村地域の道路のうち、地方道や市郡道が約 8 割を占めている。















えば、農村道路整備事業に着目したものとして、Soo-myong Choi et al．2)3)は、農村道路整備事
業の実績・投資配分などの分析を行い、農村道路の目標整備量の設定や整備投資を地域別に配分
する方式の政策的展開方向を提案している。また、農村地域の住民生活環境と道路交通環境の改































この地域は、表－3 および表－4 に示すように、農家世帯の割合が約 43％を占めている中、過
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農家世帯 20 年間 人口密度 世帯当り







報恩郡 584.48 69.15 43.3% 52.7％ 0.75 
※ 忠清北道報恩郡 2005 年統計年報、2004 年 12 月 
 
    表－４ 隣接都市と対象地域の人口構成     (人)
隣接都市 人口 報恩郡 人口(%) 
合計 1,438,778 40,420(100)大田広域市
清州市 15歳未満 617,254 5,964(14.8)
尚州市 15歳～64歳 115,693 26,453(65.4)
淸原郡 65歳以上 112,562 8,003(19.8)
※ 大韓民国統計庁、国民総調査、2004 年 12 月 
 
    表－５ 農村地域の道路整備現況       (Km､%)
全国農村地域 報恩郡  
総延長 整備延長 総延長 整備延長 整備率 整備率
13,414.8 13,054.0 97.3 91.6 91.6 100.0国道
17,277.9 13,545.4 78.4 101.8 92.8 91.1地方道
47,367.5 27,967.3 59.0 213.3 98.2 46.0市郡道
80,638.3 57,144.9 70.9 406.7 282.6 69.4総計
※ 韓国建設交通部統計便覧、2004 年 12 月 
 
   表－６ 地方道および市郡道の平均交通量 (台/24H) 
非自動車系 
道路 自動車系
計 農機械 自転車 歩行者 二輪車
1,977 165 53 24 19 70地方道
831 139 37 12 25 65市郡道












































･調査時期 2005 年 8 月中旬 
･対象地域 忠清北道報恩郡（韓国） 
･調査対象 対象地域内に居住している 15 歳以上の住民 
･調査方法 留置調査法 
･配布数  380 票 
（母集団:33,365、精度:0.05、信頼度:0.95） 
･抽出率  1.14％ 
･回収数  296 票(回収率:78％) 












年齢別 主な外出頻度 性別 主な移動手段
20 代以下 ほぼ毎日 自動車 19(22) 47 62














30 代 27(14) 週に3～5回 28 公共交通 1367男 (51) 
40 代 週に1～2回 自転車 21(17) 19 14

















満 不 満 不 満 不
33 36 31 幅が狭い道路を通る 27 73 42 58 52 48
26 38 36 交通マナーの悪い運転者を見かける 19 81 26 74 64 36
23 42 35 凸凹や段差のある道路を通る 22 78 33 67 63 37




















無断駐車で流れの悪い道路を通る 14 86 40 60 49 51
22 38 40 舗装などが未整備である道路を通る 32 68 47 53 40 60






なく走行が困ったこと 25 75 26 74 50 50
15 42 43 信号が見難く、視野が悪い道路を通る 20 80 43 57 47 53
12 38 50 渋滞している道路を通る 8 92 37 63 50 50
32 37 31 無断駐車が歩行の邪魔になる 19 81 41 59 61 39
26 38 36 歩道上の障害物などで車道を歩く 23 77 37 63 50 50
24 41 35 交通マナーの悪い自動車を見かける 21 79 32 68 63 37
22 41 37 バスが時間通りに来ない、バス停が遠く
快適ではない 18 82 27 73 62 38
18 36 46 凸凹や段差のある歩道を歩く 28 72 28 72 50 50





舗装などが未整備である歩道を歩く 29 71 37 63 44 56
15 37 48 看板などで視野が悪い歩道を歩く 20 80 27 73 52 48
11 40 49 工事や通行止めなどの情報収集ができ
なく歩行が困ったこと 18 82 22 78 55 45
満足 ふつう 不満
道路交通環境に対する総合的な満足度 19 58 23 

















































路 3 26 -0.43




2 53 0.09狭 い 道






駐車 3 38 -0.28






































2 54 -0.37バ ス の
不便さ 3 26 -0.40







駐車 3 49 -0.29















1 0.68 相関比：0.31 外的基準






















全体 運転者 非運転者 50才未満 50才以上 属性
質問項目 実態 実態 重要度 実態 重要度 実態 重要度 実態 重要度 重要度
舗装など未整備道路 0.265 0.2811.79 0.125 1.89 1.68 1.77 0.147 1.83 0.488
視野が悪い道路 0.129 0.2231.83 1.89 1.78 0.090 1.77 0.075 2.00 0.409
幅が狭い道路 2.15 0.081 2.18 0.127 2.13 0.114 2.16 0.161 2.13 0.273
道路上の無断駐車 2.13 0.248 2.23 0.268 2.03 0.235 2.11 0.299 2.17 0.580





情報収集ができない 1.65 0.089 1.75 0.152 1.55 0.100 1.69 0.079 1.57 0.232
舗装など未整備歩道 0.3621.75 0.112 1.80 0.152 1.70 1.82 0.122 1.57 0.139
障害物で車道を歩く 2.00 0.050 1.95 0.206 2.05 0.331 2.03 0.083 1.91 0.496
バスの不便さ 1.98 0.240 1.93 0.113 2.03 0.328 2.08 0.396 1.70 0.211





情報収集ができない 0.3091.73 0.108 1.73 0.121 1.73 1.79 0.155 1.57 0.234
相関比（判別的中率） 0.31(73%) 0.40(77%) 0.44(83%) 0.46(79%) 0.58(89%) 











































































優先的な改善課題 実態 重要度 改善目標レベル
道路や歩道上の駐車規
制強化 高 主要改善 悪
看板撤去・照明設置に
































































4) 韓国の全体人口のうち、65 歳以上の高齢人口が占めている比率は 7.9％である。特に、全体農村地





（うち学職経験者 1 名、道路管理運用担当者 7 名、その他民間事業所技術者 1 名）による議論内容
を参考にして道路交通環境における実態と考えられる項目を抽出した。 
7) 問 2 から問 3 の各質問項目については、｢非常に多い｣｢やや多い｣｢ふつう｣｢やや少ない｣｢非常に少









した 156 票を削除し、「満足」と「不満」といった 2 群に分け分析を行った。 




11) 「道路交通環境に対する総合的な満足度」項目に対し、「満足」と回答した 56 票を除いた 240 票
を用いて各項目の平均点を求め「実態」とした。ただし、「実態」では、「ふつう」といった回答の



























































































































                                           *（財）豊田都市交通研究所 正会員  ○三村 泰広 
福井大学大学院 学生会員   李 泰榮 
東亜大学校工科大学 非会員    呉 允杓 










































 斜面地区 急斜面地区 斜面地区以外
路線数 138 19 27
運行業者数 35 11 21
路線当たり運行台数 15.5 8.8 8.0
平均配車間隔(分) 14.4 23.4 20.9
日平均運行回数 107.7 63.9 75.2
 












Keywords:  バス走行挙動，斜面地交通計画 
*連絡先：mimura@ttri.or.jp 










































南浦洞方面     縦断面図       西面方面












































































表 3 は 3 日間の平均 AN 上位および下位 5 区間の










 図 5 に AN の横方向の変化を示す。これをみると，
表 2 数量化Ⅰ類（走行速度） 
R=0.79 
  アイテム カテゴリ 度数 ｶﾃｺﾞﾘ 数量 レンジ 偏相関
道路 バス 有り 16 -5.40  8.19 0.50 
施設 停留所 無し 31 2.79      
  信号機 有り 8 -2.77  3.33 0.19 
  の有無 無し 39 0.57      
  道路 3.5m 以下 19 -0.47  0.79 0.05 
  幅員 3.5m 以上 28 0.32      
  歩道の 有り 22 -0.65  1.23 0.09 
  有無 無し 25 0.57      
道路 曲率 R100 以下 13 -3.88  6.34 0.35 
線形 半径 R100～400 19 0.71      
    R400 以上 15 2.46      
  縦断 5%以上 8 -4.79  8.42 0.38 
  勾配 1～4% 16 -0.30      
    ±1% 11 3.64      
    -1～4% 8 2.06      
    -5%以上 4 -3.36      
沿道  宅地 10 2.07  6.76 0.43 
土地  商業地 20 -3.67      
利用  それ以外 17 3.10      




































上位 8有 無 3.5m 以上 無 R100 以下 -5%以下 それ以外
5 区間 31無 無 3.5m 以上 有 R100 以下 ‐1～5%宅地 
 7有 無 3.5m 以上 無 R100～R400+1～5% それ以外
 16有 無 3.5m 以上 無 R100～R400+1～5% 商業地 
 45無 無 3.5m 未満 無 R100 以下 +5%以上商業地 
下位 26無 無 3.5m 未満 無 R100 以下 +1～5% 宅地 
5 区間 36無 無 3.5m 未満 有 R100～R400‐1～5%それ以外
 10無 無 3.5m 以上 有 R400 以上 ‐1～5%それ以外
 28無 無 3.5m 未満 無 R100～R400+1～5% 宅地 







による AN の変動は捉えていることがわかる。 
表 4 では縦方向同様，3 日間の平均 AN 上位およ













































































2 1 ∫ ⎥⎦
⎤⎢⎣
















2 1σ           （3） 
表 4 AN 上位・下位 5 区間の特徴（横方向） 


















上位 7有 無 3.5m 以上 無 R100～R400+1～5% それ以外
5 区間 40無 無 3.5m 以上 無 R100～R400-5%以下 商業地 
 50有 無 3.5m 未満 有 R400 以上 +5%以上宅地 
 33無 有 3.5m 未満 有 R400 以上 ±1% 商業地 
 29有 無 3.5m 以上 無 R100～R400+1～5% 商業地 
下位 37無 無 3.5m 未満 有 R100～R400±1% それ以外
5 区間 19無 無 3.5m 未満 有 R400 以上 ±1% 宅地 
 21無 無 3.5m 以上 有 R100～R400+1～5% 宅地 
 17無 無 3.5m 未満 無 R400 以上 +1～5% 商業地 
 20無 無 3.5m 未満 有 R100～R400±1% 宅地 
4） Winifred D, A: ”The Theory of Road Traffic Flow”, 
pp7-17,1966 
